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資本増強行の中小企業向け貸出状況等の公表について

金融再生委員会事務局
平 成 １ １ 年 １ ２ 月

１．公的資金による資本増強を受けた金融機関の経営健
全化計画の履行状況は、早期健全化法に基づき金融再
生委員会において報告を求め、これを公表することと
されている。平成１１年９月期の履行状況のうち中小
企業向け貸出状況等については、国会等で議論がなさ
れていることを踏まえ、本年３月に資本増強を行った
１５行について、早急に報告を求め、公表することと
する。

（注）全体の履行状況報告については、有価証券報告書
提出後に報告を求め、公表することとする。

２．本年３月に資本増強を行った１５行の平成１１年９
月期の中小企業向け貸出状況については、４月から１
年間の計画上の増加目標は、約３兆円となっているが、
４月から半年間で増加した額は、約７千億円となって
いる。

３．金融再生委員会としては、各銀行の履行状況を踏ま
え、残された期間内に計画目標を達成できるよう、引
き続き、努力を促していくこととしている。







資料８－３－36

資本増強行の中小企業向け貸出状況等の公表について

金融再生委員会事務局

平 成 １ ２ 年 ６ 月

１．公的資金による資本増強を受けた銀行の経営健全化計画の履

行状況については、早期健全化法に基づき金融再生委員会にお

いて報告を求め、これを公表することとなっている。計画の初

年度である平成12年３月期の履行状況のうち主要行の中小企業

向け貸出状況等については、国会等で議論がなされていること

を踏まえ、昨年３月に資本増強を行った主要行について、早急

に報告を求め、公表することとした。

（注）全体の履行状況については、各銀行の定時株主総会後に報

告を求め、公表することとしたい。

２．主要14行の平成12年３月期の中小企業向け貸出状況について

は、４月から１年間の計画上の増加目標額である約３兆円に対

して約４．３兆円の達成状況となっている。



中小企業向け貸出の状況（実勢ベース・除くｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝ）

（億円）

11/3月末 １１/3月末 12/３月末 12/３月末 年度増加 年度増加

見込み 実績　 計画　 実績 計画 実績

ａ ｂ ｃ ｄ ｃ－ａ ｄ－ｂ

興　銀 82,480 77,095 84,310 77,575 1,830 480

第一勧銀 127,693 129,209 131,793 134,497 4,100 5,288

さくら 145,299 145,215 147,299 147,457 2,000 2,242

富  士 129,769 123,293 135,169 129,393 5,400 6,100

住  友 147,582 144,894 150,582 149,264 3,000 4,370

大  和 56,980 55,522 60,863 60,618 3,883 5,096

三  和 106,240 104,980 108,674 109,148 2,434 4,168

東  海 82,832 80,339 84,501 84,755 1,669 4,416

あさひ 74,917 76,005 75,906 82,141 989 6,136

横  浜 34,691 34,921 35,591 35,735 900 814

三菱信託 44,956 36,579 45,156 36,882 200 303

住友信託 37,900 38,654 38,200 38,961 300 307

東洋信託 26,144 26,590 27,039 27,574 895 984

中央三井信託
（旧三井信託）

25,244 25,180 26,864 25,964 1,620 784

中央三井信託
（旧中央信託）

18,450 18,212 19,151 19,249 701 1,037

合　計 1,141,177 1,116,688 1,171,098 1,159,213 29,921 42,525

（注）11/3月末実績については、中小企業に該当するかどうかの精査を行った結果、修正した銀行がある。



国内貸出の状況（実勢ベース・除くｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝ）

（億円）

11/3月末 １１/3月末 12/３月末 12/３月末 年度増加 年度増加

見込み 実績　 計画　 実績 計画 実績

ａ ｂ ｃ ｄ ｃ－ａ ｄ－ｂ

興　銀 206,430 206,339 212,930 201,219 6,500 ▲ 5,120

第一勧銀 280,478 280,356 290,478 297,369 10,000 17,013

さくら 300,363 300,539 308,363 300,759 8,000 220

富  士 254,618 248,862 267,968 274,084 13,350 25,222

住  友 286,992 287,267 288,992 290,427 2,000 3,160

大  和 107,257 106,422 115,662 114,688 8,405 8,266

三  和 246,439 251,312 247,228 251,022 789 ▲ 290

東  海 170,769 168,224 171,849 173,409 1,080 5,185

あさひ 187,570 190,449 191,795 203,885 4,225 13,436

横  浜 79,556 79,110 80,641 79,197 1,085 87

三菱信託 101,269 101,552 102,269 102,875 1,000 1,323

住友信託 105,600 105,907 107,700 108,266 2,100 2,359

東洋信託 70,490 71,154 70,843 72,906 353 1,752

中央三井信託
（旧三井信託） 79,052 79,143 85,372 80,395

6,320 1,252

中央三井信託
（旧中央信託） 46,118 46,098 48,021 47,779

1,903 1,681

合　計 2,523,001 2,522,734 2,590,111 2,598,280 67,110 75,546
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平 成11年 9月 30日
金融再生委員会

経営健全化計画の見直しについての基本的考え方

○ 早期健全化法においては、取得株式等の全部を
処分し、またはその返済を受けるまでの間、経営
健全化計画のフォローアップをすることとなって
いる。
現在提出されている計画は平成15年３月期まで

となっているが、計画の見直しは、計画の終期を
待って行うのではなく、計画の策定から２年を経
過する時期に以後４年間の計画の策定を求めるこ
とを原則とする。
（例）平成13年３月期決算の公表時に平成17年

３月期までの計画の策定を求める。

○ 計画の見直しに当たっては、原則として、現計
画の収益が確保されることを条件とする。現計画
の収益を下回る見直しを行う場合には、その理由
を厳格に審査し、更なる再編・リストラ及び見直
し後の計画に対する責任ある経営体制の確立を条
件に認める。

○ 上記の見直しの時期にかかわらず、金融再編へ
の対応等の理由がある場合には随時計画の見直し
を求める。



資料８－４－１

早期是正措置制度の概念図

【自己責任原則の徹底】 【客観性と実効性の確保】

金融機関の資産内容の自己査定

外部監査の活用

自己資本比率

監督当局の検査・モニタリング

［措置基準に該当する場合］

【行政の透明性の確保】

監督当局への業務改善計画の提出命令 早期是正措置に係る発動基準

及び措置内容の公表

その他必要な是正措置命令

【客観的な基準による透明な行政運営の確保】 ～客観的な指標に基づき、業務改善

命令等の措置を発動



資料８－４－２
自己資本比率規制の概要

〇 国際統一基準（ＢＩＳ基準）

［対象金融機関・・・海外営業拠点（海外支店又は海外現地法人）を有する金融機関］

［算 式］ 基本的項目 ＋ 補完的項目 － 控除項目
自己資本比率＝ ≧ ８％

リスク・アセット

（参考）１．基本的項目（Tier1)とは、資本勘定（資本金、法定準備金、剰余金等）の額をいう。
２．補完的項目（Tier2)とは、①有価証券含み益の45％（低価法の場合) 、②不動産の
再評価額の45％、③一般貸倒引当金（ﾘｽｸｱｾｯﾄ の1.25% が算入の上限）、④負債性資
本調達手段（Upper Tier2 としては永久劣後債等、LowerTier2としては期限付劣後ロ
ーン等）の合計額をいう。
３．但し、補完的項目の額は、基本的項目の額を限度として算入が可能。また、補完的
項目におけるLowerTier2は、基本的項目の額の１／２を限度として算入が可能。
４．控除項目とは銀行間における意図的な資本調達手段の保有に相当する額をいう。
５．リスク・アセットとは、資産の各項目にそれぞれのリスク・ウェイトを乗じて得た
額の合計額をいう。
６．リスク・ウェイトの例

ﾘｽｸ･ｳｪｲﾄ０％・・・国債、地方債、現金等。 ﾘｽｸ･ｳｪｲﾄ10 ％・・・政府関係機関債等
ﾘｽｸ･ｳｪｲﾄ20％・・・金融機関向け債権 ﾘｽｸ･ｳｪｲﾄ50 ％・・・抵当権付住宅ローン
ﾘｽｸ･ｳｪｲﾄ100%・・・通常のローン

〇 修正国内基準

［対象金融機関・・・海外営業拠点のない金融機関］

［算 式］ 基本的項目 ＋ 補完的項目 － 控除項目
自己資本比率＝ ≧ ４％

リスク・アセット

（参考）１．基本的項目、控除項目、リスク・アセットの算定方法等は国際統一基準と同じ枠組み。
２．補完的項目については、国際統一基準と異なり、有価証券含み益の45％を含めない。































資料８－５－７ 平成１２年２月９日

金 融 再 生 委 員 会 委 員 長 談 話

ー 日本長期信用銀行の譲渡に係る最終契約書の締結について ー

１．日本長期信用銀行（長銀）の譲渡交渉については、昨年９月28日の

覚書の締結以降、12月24日の基本合意書の締結を経て、ニュー・ＬＴ

ＣＢ・パートナーズ（パートナーズ社）と金融再生委員会及び預金保

険機構との間で鋭意、協議、交渉が進められてきた。

２．その結果を踏まえ、本日、金融再生委員会は、パートナーズ社、預

金保険機構及び長銀の間で同行の譲渡に係る最終契約書を締結するこ

とを承認し、これを受けて、パートナーズ社の八城政基氏、ティモシ

ー・Ｃ・コリンズ氏及びＪ・クリストファー・フラワーズ氏と預金保

険機構の松田理事長並びに長銀の安斎頭取の間で、最終契約書が署名

・締結されたところである。

３．今後、金融再生法の規定に従い、預金保険機構により長銀に対する

金銭贈与、損失の補てんや同行の資産買取等の所要の措置が講じられ、

３月１日に預金保険機構が所有している同行の普通株式がパートナー

ズ社に譲渡される予定となっている。

４．長銀の譲渡について確たる見通しが立てられる状況に至ったことは、

我が国金融システムの安定及びその再生並びに我が国金融システムに

対する内外の信頼回復により一層資するものと考えている。

５．当委員会としては、日本債券信用銀行をはじめ現在公的管理下にあ

る他の金融機関についても、極力早期の譲渡を実現するべく引き続き

最大限努力してまいる所存である。



資料８－５－８ 平成１２年３月７日

金 融 再 生 委 員 会 委 員 長 談 話

ー 国民銀行の営業譲渡契約の締結について ー

１．国民銀行の譲渡先の選定については、去る１月１１日の八千代銀行

との間の営業譲渡に係る基本合意書締結後、国民銀行の金融整理管財

人と八千代銀行との間で営業譲渡契約の締結に向けて鋭意協議が進め

られ、この程両行間で合意に達した。

２．その結果を踏まえ、本日、金融再生委員会は、国民銀行と八千代銀

行との間で営業譲渡契約を締結することを了承し、これを受けて、両

行の間で営業譲渡契約が調印・締結されたところである。

３．今後、金融再生法及び預金保険法に基づく所要の手続き及び措置が

講じられ、本年８月１４日に国民銀行から八千代銀行への営業譲渡が

行われる予定となっている。

４．国民銀行の譲渡について確たる見通しが立てられる状況に至ったこ

とは、我が国金融システムの安定及びその再生に資するものと考えて

いる。

５．当委員会としては、特別公的管理下にある日本債券信用銀行はもと

より、現在金融整理管財人の管理下にある他の金融機関についても極

力早期の譲渡を実現するべく引き続き金融整理管財人を最大限支援・

指導してまいる所存である。



資料８－５－９ 平成１２年５月１８日

金 融 再 生 委 員 会 委 員 長 談 話

ー 幸福銀行の譲渡先の選定について ー

１．幸福銀行の譲渡先選定については、これまで同行の金融整理管財人

により鋭意作業・検討が進められてきたところであり、金融再生委員

会としては、その状況について金融整理管財人より逐次報告を受けて

きた。

２．そして、本日の金融再生委員会において、金融整理管財人より、同

行の譲渡候補先の提示条件等を比較・検討した結果、公的負担の極小

化に資すること、善意かつ健全な債務者への与信の維持継続が図られ

ること、経営体制や事業計画も新規性が認められること等から、米国

のアジア・リカバリー・ファンドが中心となって今後組成する（仮

称）「関西さわやかパートナーズ社」により設立される新銀行が譲渡

先として最も適当であるとの見解が示され、当委員会においてもその

見解を基本的に了承した。これを受けて、本日、幸福銀行と同ファン

ドとの間で営業譲渡に係る基本合意書が締結されたところである。

３．当委員会としては、これまでの金融整理管財人の方々の御努力に敬

意を表するとともに、その労を多としたい。

４．今後は、本年７月末までを目途に最終的な営業譲渡契約を締結する

べく、金融整理管財人と同ファンドの間で、さらに協議が進められて

いくこととなるが、金融整理管財人には引き続き幸福銀行の早期譲渡

の実現に向けて御尽力いただくようお願いしたい。

当委員会としても、営業譲渡契約の締結が極力早期に、かつ、適切

に行われるよう、今後とも金融整理管財人を最大限支援してまいる所

存である。



資料８－５－ 10 平成１２年５月３１日

金 融 再 生 委 員 会 委 員 長 談 話

ー なみはや銀行の譲渡先の選定について ー

１．なみはや銀行の譲渡先選定については、これまで同行の金融整理管

財人により鋭意作業・検討が進められてきたところであり、金融再生

委員会としては、その状況について金融整理管財人より逐次報告を受

けてきた。

２．そして、本日の金融再生委員会において、金融整理管財人より、同

行の譲渡候補先の提示条件等を比較・検討した結果、公的負担の極小

化に資すること、善意かつ健全な債務者への与信の維持継続が図られ

ること、事業計画の現実性も高いと認められること等から、大和銀行

及び近畿大阪銀行が譲渡先として最も適当であるとの見解が示された。

これを受けて、当委員会においても両行をなみはや銀行の譲渡先とす

ることを了承し、本日、なみはや銀行と大和銀行及び近畿大阪銀行と

の間で営業譲渡に係る基本合意書が締結されたところである。

３．当委員会としては、これまでの金融整理管財人の方々の御努力に敬

意を表するとともに、その労を多としたい。

４．今後は、金融整理管財人と大和銀行及び近畿大阪銀行との間で、本

年７月末までを目途に営業譲渡契約を締結するべく、さらに協議が進

められていくこととなるが、金融整理管財人には引き続きなみはや銀

行の早期譲渡の実現に向けて御尽力いただくようお願いしたい。

当委員会としても、営業譲渡契約の締結が極力早期に、かつ、適切

に行われるよう、今後とも金融整理管財人を最大限支援してまいる所

存である。



資料８－６－１

移管にともない具体的に採った措置

11．８．11 「信用組合の移管に際しての準備作業について」

更なる実態把握を行う必要がある信用組合を選定し、個々の組合の実態に

応じた具体的な対応方針を策定することを、都道府県に対し依頼。

11．11．12 「信用組合の事務移管にかかるブロック別説明会」

～ 都道府県が保管する信用組合検査・監督にかかる一切の書類を漏れること

11．12．３ なく国に移管する必要があることから、検査部、監督部で『事務引継要領』

を作成し、各財務局に配布するとともに、全国６ヶ所において財務局職員

及び都道府県職員を対象に、引継方法について説明を行った。

12．１．17 「信用組合移管円滑化のためのプロジェクトチーム設置」

信用組合が地域金融において重要な役割を果たしており、国への円滑な移

管を行う必要があることから、金融監督庁、金融再生委員会及び大蔵省の

金融当局が相互に緊密な連携を図りつつ、移管を円滑に推進し、各部・各

課による国の直接の監督が滞りなく行えるようプロジェクトチームの設置

を行った。

〔メンバー〕

金 融 監 督 庁：審議官、検査総括課長、監督総括課長

監督企画官

金融再生委員会：金融危機管理課長

大 蔵 省：地方課長、信用機構室長

12. ２．16 「信用組合移管後の検査・監督事務に係る事前説明会」

～ 都道府県から国への検査・監督事務の移管後の円滑な事務運営に資する観

12．３．28 点から、すべての信用組合を対象に各財務局・財務事務所等において説明

を行なった。



12．３．１ 「信用組合検査・監督事務の移管に係る連絡会議」

移管実施まで１ヶ月となり、目前に迫った事務移管の円滑な実施にむけ、

移管前後の検査・監督の姿勢や懸案事項の引継状況等について中央レベル

で確認・打合せを行った。

〔出席者〕

都道府県 ：東京事務所長（東京都は信組担当課副参事）

金融監督庁：審議官、検査総括課長、監督総括課長

監督企画官

大蔵省 ：地方課長

財務(支)局：金融安定監理官、理財部長

12. ４．24 「信用組合に対する検査の事前説明会」

～ 財務局において、各信用組合の実務担当者を対象に具体的な検査の進め方

12．５．11 等についての説明会を開催した。

12．４．28 「信用組合業界との意見交換会」

〔出席者〕

金融監督庁 ：長官、次長、審議官、検査部長

検査総括課長、監督総括課長

信用組合業界：各都道府県信用組合協会会長
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